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第 281号 2023年 10月 19日 

イエメン情勢クォータリー（2023年 7月～9月） 

——和平交渉の再開とマアリブ県で高まる軍事的緊張を読み解く 

理論研究部社会・経済研究室 研究員 𠮷田 智聡 

エグゼクティブ・サマリー 

◆ フーシー派は 8 月頃からサウディアラビアとの和平交渉を再開したとみられる。9 月中旬にはフー

シー派交渉団が内戦後初となるリヤド入りを果たし、外国軍の撤退を含む包括的な政治問題の解決

に関する交渉を行った。他方で同派はマアリブ県への増派や軍事演習、ドローンによる越境攻撃な

どの軍事的威圧を強めた。9 月 21 日の軍事パレードでは新型ミサイルの披露に加え、F-5 戦闘機と

みられる航空機がサナア上空を飛行した。停戦合意以前と比べれば情勢は小康状態にあるものの、

前四半期から軍事的にはエスカレーションの方向へ向かったと考えられる。 

 

◆ アリーミー政権派は大統領の就任後初となるマフラ県訪問など、前四半期同様に東部地域を重視す

る姿勢を示した。同じ東部地域であるハドラマウト県はアリーミー政権派と南部移行会議の勢力圏

に二分されており、アリーミー政権派としてはマフラ県の支配を維持する狙いがあるとみられる。 

 

◆ 南部移行会議はアリーミー政権派との抗争に加え、アブヤン県において「アラビア半島のカーイダ

（AQAP）」などに対する対テロ作戦で成果を挙げた。また最高指導者ズバイディーは、フーシー派

との交渉において南部独立を最優先事項とすると述べた。 

 

◆ 7 月 29 日にイエメン諸県の人民抵抗評議会は、統一的な意思決定機構として「最高人民抵抗評議

会」の設立を発表した。議長にはタイズ県の人民抵抗運動を指揮し、イスラーハ支持者でカタルか

ら支援を受けているとみられるハンムード・ミフラーフィーが就任した。 

 

（注 1）本稿のデータカットオフ日は 2023 年 9 月 30 日であり、以後に情勢が急変する可能性がある。 

（注 2）フーシー派は自身がイエメン国家を代表するとの立場をとるため、国家と同等の組織名や役職

名を用いている。本稿では便宜的にこれらを直訳するが、これは同派を政府とみなすものではない。 
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【図 1：イエメン内戦におけるアクターの関係】 

 

（注 1）大統領指導評議会の中で、サウディアラビアの代理勢力と評される組織を（◆）、UAE の代理

勢力と評される組織を（◇）とした。 

（注 2）代表的なアクターを記載した図であり、全てのアクターを示したわけではない。 

（出所）筆者作成 

フーシー派：和平交渉の再開と軍事的エスカレーションの意味 

足元のイエメン内戦最大のテーマであるフーシー派とサウディアラビアの和平交渉（政局）では、9

月中旬に明らかな進展が見られた。4 月のサウディアラビア代表団によるサナア訪問以降、7 月頃まで

交渉は表面上停滞していた。しかし要人間の接触は続いていたとみられ、6 月下旬にはフーシー派交渉

団の代表ムハンマド・アブドゥッサラーム（Muḥammad ‘Abd al-Salām）らがメッカへの巡礼を行った。

この際にフーシー派要人はサウディアラビア国防大臣ハーリド・ビン・サルマーン（Khālid bin 

Salmān）と会談を行ったとされる。また 8 月 17 日にはオマーン代表団がサナアを訪問し、大統領マフ

ディー・マシャート（Mahdī al-Mashāṭ）と会談した1。 

こうした調整の後、9 月に急速に政局は変動していった。9 月 10 日にフーシー派要人の発言として、

サウディアラビアが同派に対して議論継続のために訪問団編成を要請していると報道された2。フーシー

派側は同国が真剣であれば応じるとの姿勢を示し、同月 14 日にはマスカットを拠点とするフーシー派

代表団とオマーン代表団のサナア入りが報じられた。代表団はマシャートと会談後リヤドへ向かい、人

道問題と外国軍の撤退を含む包括的な政治問題の解決へ向けた交渉を行うことが明らかにされた［図 2

参照］。フーシー派がリヤドへ赴いたのは内戦後初めてであり、詳細は明かされなかったものの、サウ

ディアラビア外務省は前向きな成果を歓迎する声明を発表した3。 
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 フーシー派の交渉への積極的な対応は、驚くべきものであった。足元の内戦の状況を合理的に整理す

れば、7 月までの停滞が示すように、同派が交渉に応じる要因は然程強くないとみられてきたためであ

る。第一に、フーシー派が「戦争でも平和でもない」状態下で事実上の国家運営を継続できていること

が挙げられる。同派が首都サナアを含む旧北イエメン地域の大部分を支配する中、大統領指導評議会傘

下の諸組織は内部抗争を展開している。第二に時期的な要因として、本四半期は 9 月 21 日革命記念日

など政治的に重要な記念日が多数存在することが挙げられる。保守的な言説を強調する期間に、サウデ

ィアラビアへの譲歩とも捉えられかねない交渉に応じることは、強硬派の反発を招くリスクがある。こ

れらの点に鑑みると、フーシー派が交渉を急ぐ必要はないといえる。 

政局ではディエスカレーションが見られた一方、フーシー派はマアリブ県前線での軍事活動を活発化

させた。同県では 7 月 1 日から 2 日にかけて軍高官による前線巡閲が行われたほか、7 月 10 日（第三軍

管区実施）と 8 月 6 日（中央軍管区実施）に軍事演習が行われた。フーシー派は北部におけるアリーミ

ー政権派最後の砦ともいえるマアリブ県への増派を進めており、3 万名規模の戦闘員が集結したとみら

れる4。スイート原油の産出地である同県に対してフーシー派は 2021 年に攻勢をかけ、一時は県都マア

リブ市の陥落まで囁かれていた。この攻勢は有志連合軍の空爆や西海岸地域前線の活発化、2021 年 12

月のシャブワ県でのフーシー派の敗北などによって弱まった背景がある5。このほかに 9 月下旬にフーシ

ー派はサウディアラビア南部の国境地帯でドローン越境攻撃を実施し、同地に駐留するバハレーン軍 4

名が死亡した6。 

本四半期にフーシー派は新兵器の公開も行い、支配地域内の住民に対する自軍の成果を主張しつつ、

反フーシー派側諸勢力に対する軍事的威圧を強めた。2014 年のフーシー派によるサナア掌握を祝う「9

月 21 日革命」は同派にとって最重要の行事であり、昨年は海軍新兵器の公開を含む盛大な軍事パレー

ドが行われた7。今年はパイロットとみられる要員の一団が行進に参加したほか、F-5 とみられる戦闘機8

がサナア上空を飛行し、内外の注目を集めた［図 2 参照］。内戦初期に有志連合軍は旧イエメン軍の戦

闘機を最優先の破壊対象とし、以降フーシー派が戦闘機を用いたことはなかった。そのため今回の戦闘

機の披露は、8 年以上の戦争におけるフーシー派の強靭性を象徴的に知らしめることになったといえ

る。総論として、本四半期は停戦合意以前と比べれば情勢は小康状態にあるものの、前四半期からは軍

事的にエスカレーションの方向へ向かったと考えられる。 

それではなぜフーシー派はリヤドへの代表団派遣などの政治的ディエスカレーションと、増派や越境

攻撃などの軍事的エスカレーションという一見すると矛盾した行動を示したのであろうか。フーシー派

が交渉に消極的であるという見方に立てば、強硬的な姿勢が本意であり、代表団派遣はあくまで交渉継

続のための対応に過ぎないと解釈できる。またこれまでのフーシー派の行動様式に鑑みれば、軍事的手

段を用いて政治的譲歩を迫る強要とも解釈できる。他方で本稿ではフーシー派の「内政」の観点から、

同派が交渉に応じる動機を考えてみたい。ここで重要となるのが、サウディアラビアとの交渉テーマで



 

 - 4 - 

NIDSコメンタリー第 281号 

もある自派公務員に対する給与支払い（経済問題）と、政治的安定性の追求である。イエメンではフー

シー派や大統領指導評議会傘下の各組織の支配地域でも、自組織の兵士等への給与未払いが慢性化して

いる。フーシー派支配地域では本四半期に教職員組合による給与要求が行われ、与党「国民全体会議」

のメンバーも政府を非難する珍しい状況が見られた9。政府の汚職や行政能力の問題は、フーシー派が前

政権を非難し自身のクーデターを正当化する方便であるだけに、統治の正統性にかかる重要な問題であ

る。またこうした問題は有志連合軍との戦争によって棚上げされてきた側面があるものの、「戦争でも

平和でもない」状態が長引く中で民衆の不満が表面化していると考えられる。フーシー派は 9 月 27 日

に大統領や最高政治評議会メンバー、国防大臣などで構成される国防評議会の緊急会合を実施し、内閣

解散を決定するなどの行政改革の姿勢を打ち出している10。このような文脈を整理すると、フーシー派

としては給与支払いの問題の突破口となり得る交渉を進めるか、あるいはそうした姿勢によって民衆の

不満を緩和する狙いがあると考えられる。 

軍事的エスカレーションについては、サウディアラビアとの交渉に否定的な強硬派の不満を緩和し、

かつ軍の高い能力を対内的に誇示したい思惑があると考えられる。オタワ大学のトマス・ジュノー

（Thomas Juneau）が指摘するように、有志連合軍との戦争に事実上の勝利を収める中、フーシー派が交

渉で譲歩するインセンティブはほとんどなく、同派内部では強硬派が台頭しているとみられる11。また

サナア戦略学研究所のマイサー・シュジャーアッディーン（Maysā’ Shujā‘ al-Dīn）が指摘するように、

フーシー派は戦争を通して勢力を拡大してきた組織であり、平和それ自体が自身の生存や正統性を脅か

すものである12。すなわち、同派は自身の統治を正統化するために絶えず軍事・治安的脅威を主張し、

それに自派の軍・治安組織が能力を高めて対抗しているという言説を展開する必要がある。以上の点か

ら、給与支払いなどの経済問題と強硬派への配慮や統治の正統性などの政治問題が交錯する中、政治的

ディエスカレーションと軍事的エスカレーションが起きた可能性がある。 

交渉の行方を見通すことは難しい。しかしこれまで交渉の障壁として①フーシー派側公務員に対する

給与支払いと、②内戦に対するサウディアラビアの地位が指摘されてきた。①については、フーシー派

は従来給与原資に大統領指導評議会側の石油・天然ガス収入を充てることを要求してきたが、もはや重

要な論点ではなくなっている可能性も指摘されている13。②については、地域大国としての威信を保持

したいサウディアラビアがイエメン内戦からの撤退にあたり、自国を仲介国と位置付けようとしている

のに対して、フーシー派は同国を侵略者であるとの立場を示してきた。公的にはフーシー派はサウディ

アラビアを侵略国とみなす立場を変えていないものの、今回のリヤド訪問自体が同派のサウディアラビ

アへの認識の変化を示している可能性がある。2022 年 3 月にリヤドで開催され、大統領指導評議会発足

の契機となった「イエメン・イエメン対話」にはフーシー派も招待されていたが、同派は侵略国での開

催に反対するという理由で出席しなかった14。すなわち、従来侵略国とみなし赴くことを拒否していた
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リヤドへ向かうこと自体が、サウディアラビアが求める仲介国としての地位を暗黙裡に認めている可能

性がある。 

【図 2：本四半期の 1 枚（リヤド協議と 9 月 21 日革命記念軍事パレード）】 

（出所）Associated Press15, al-I‘lām al-Ḥarbī16より引用 

 

アリーミー政権派：大統領のマフラ県訪問 

大統領ラシャード・アリーミー（Rashād al-‘Alīmī）は 6 月下旬のハドラマウト県訪問に続き、8 月 16

日にマフラ県を訪問し、東部での勢力維持を図った。翌 17 日にアリーミーはマフラ県の有力者との会

合にて、同県は「これまで同様にもはや除外されておらず、フーシー派に対する闘争や発展のための中

心地となった」と発言した17。さらにアリーミーは同県においてサウディアラビアの支援で進められて

いる「キング・サルマーン医療・教育都市計画」を視察し、同県の開発を重視する姿勢を打ち出した。

アリーミーのハドラマウト県およびマフラ県への訪問は、大統領就任後初めてである。 

こうした東部地域への注力の背景には、南部移行会議との競争激化が考えられる。南部移行会議はハ

ドラマウト県の支配拡大を目指し、第 1 軍管区駐留部隊の交代要求や同県出身の副大統領ファラジュ・

バフサニー（Faraj al-Baḥsanī）の取り込みを行ってきた。これに対してサウディアラビアは「ハドラマ

ウト国民会議（Majlis Ḥaḍramawt al-Waṭanī）」の設立を後押しし、南部移行会議に対抗し得る政治勢力の

結集を試みた。ハドラマウト県ではムカッラーを中心とする南部移行会議系武装組織「ハドラミー精鋭

隊（Qūwāt al-Nukhba al-Ḥaḍramīya）」の勢力圏にある南部と、サイウーンを中心とするアリーミー政権派

の勢力圏にある北部の対立が激化してきた18。こうした状況で、アリーミー政権派としてはマフラ県へ

の南部移行会議の影響力浸透を食い止めたい意向があるとみられる。 



 

 - 6 - 

NIDSコメンタリー第 281号 

フーシー派代表団がリヤド入りする中、アリーミーはリヤドを経由してニューヨークで開催された国

連総会に出席した。総会中にアリーミーは米国務長官アンソニー・ブリンケン（Anthony Blinken）らと

会合を行ったほか、フーシー派を糾弾する演説を行った。また今次の外遊には、副大統領で南部移行会

議の最高指導者アイダルース・ズバイディー（‘Aydarūs Qāsim al-Zubaydī）も参加し、UAE 外務大臣と

の会合を実施した19。 

 

南部移行会議：対テロ作戦の継続とズバイディーの独立発言 

南部移行会議はアリーミー政権派との抗争に加え、南部において「アラビア半島のカーイダ

（AQAP）」等に対する対テロ作戦を継続した。8 月 13 日に南部移行会議系の合同部隊は、AQAP が支

配するアブヤン県のヒジュラ基地を制圧し、その後同県のワーディー・ジュナン一帯の掃討完了を発表

した20。AQAP やそのフロント組織とされる「アンサール・シャリーア」はイエメン内戦において主要

な勢力ではないものの、2011 年に一時期アブヤン県の県都ズィンジバールを支配下に置くなど、南部で

は一定程度の存在感を有している。 

南部移行会議系部隊「治安ベルト」は、ラヘジュ県でフーシー派支配地域へ向かうドローン用エンジ

ンの密輸を阻止したと発表した21。イラン・サウディアラビア国交正常化合意に際して、イランはフー

シー派への兵器供与停止を約したとみられているが、現地報道やサナア戦略学研究所の月次レポートな

どでは、イランからの兵器密輸が徐々に指摘され始めている。 

南部独立に関連した活動では、前述の国連総会期間中にズバイディーはコソボ大統領22や南スーダン

外務大臣などとの会談を行った23。また 9 月 23 日にズバイディーは AP 通信のインタビューで、フーシ

ー派との交渉では南部独立が最優先事項であると述べた24。南部移行会議は前述の 2021 年頃のマアリブ

県陥落の危機に際し、フーシー派との交渉の用意がある旨を表明したことがある25。南部移行会議がフ

ーシー派を交渉可能な対象と認めているのに対し、フーシー派はイエメン国家を継承したという立場か

ら、南部移行会議を「分離主義者（Infiṣālīyūn）」とみなし批判してきた。勿論、実際にフーシー派が自

身の主張通りに南北全土で支配を確立することは不可能とみられるものの、同派が言説として用いてき

たイエメン・ナショナリズムを捨てることも難しいと考えられる。同派は「イマーム制復古主義者」や

「イランの手先」、あるいは「サアダ県運動」といった批判を避けるためにナショナリズムを用いてき

た側面があるためである。南部移行会議が「事実上の独立（de facto）」ではなく「法的な独立（de 

jure）」を求めたとしても、フーシー派を含めその他主要勢力が容易に応じるとは考えにくい。 
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国民抵抗軍：タイズ県南方での軍事活動と地元部族の抵抗 

国民抵抗軍はタイズ県南部などで軍事活動を行った。7 月下旬に同組織は旅団設立を目的としてタイ

ズ県南西部アルディーへ部隊を派遣し、同地に駐屯する巨人旅団第 17 旅団及びスバイハ族との緊張が

高まった26。第 17 旅団司令官マージド・スバイヒー（Mājid ‘Umar al-Ṣubayḥī, スバイハ族）は国民抵抗

軍に 72 時間以内の撤退を求め、国民抵抗軍の部隊はモカに撤退したとみられる27。アルディーを含むバ

ーブ・マンデブ地域はその地理的重要性を背景として、諸組織が影響力拡大を試みてきた28。また 9 月

上旬にもタイズ県南西部ワーズィイーヤで国民抵抗軍と地元部族の衝突が発生した29。この衝突が報じ

られる数日前に、国民抵抗軍公式サイト『12 月 2 日通信社』は同組織がワーズィイーヤの初等学校へ通

学鞄を寄付したと報じており、硬軟織り交ぜた姿勢で支配拡大を試みている様子が窺われる30。 

マアリブ県の緊迫の高まりを受け、国民抵抗軍も同県で活動を展開した。同組織は前四半期に引き続

き 7 月にマアリブ県に食料物資を供給したほか、9 月には通学鞄の寄付も行った31。また 8 月下旬から国

民抵抗軍公式報道官、兼同組織軍事顧問サーディク・ドゥワイド（Ṣādiq Duwayd, 准将）がマアリブ県

入りし、副大統領スルターン・アラーダ（Sulṭān al-‘Arāda）や現地諸部族長との会談を行った32。8 月 28

日にドゥワイドは第 7 軍管区隷下の第 72 歩兵旅団司令部およびマアリブ県シルワーフ前線を巡閲し、

国民抵抗軍の標的はフーシー派のみであることを強調した33。 

 

その他：最高人民抵抗評議会の設立 

イエメン諸県の人民抵抗評議会（人民抵抗運動）は、マアリブ県での諮問会合を経て、7 月 29 日に統

一的な意思決定機構として「最高人民抵抗評議会」の設立を発表した34。最高人民抵抗評議会議長に

は、内戦初期からタイズ県の人民抵抗運動を指揮してきたハンムード・ミフラーフィー（Ḥammūd Sa‘īd 

al-Mikhlāfī）が指名された。その他に計 5 名が副議長に選出され、これら幹部人事を見ると、南北を問

わず多様な地域の有力者で構成されていることが分かる［表 1 参照］。 

人民抵抗運動の起源は、前述した 2014 年 9 月 21 日のフーシー派によるサナア掌握に遡る。フーシー

派と元大統領アリー・アブドゥッラー・サーレハ（‘Alī ‘Abd Allāh Ṣāliḥ）の連合勢力に反発する形で、

各県において人民抵抗評議会の設立が見られた。人民抵抗評議会は国軍・内務省傘下治安部隊が十分に

機能しない中、タイズ県などで初期の反フーシー派闘争に重要な役割を果たした。2015 年 7 月には当時

の大統領アブドゥラッブ・ハーディー（‘Abd Rabbuh Manṣūr Hādī）が人民抵抗運動の戦闘員を国軍・治

安部隊に吸収する大統領令を発出した35。 
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最高人民抵抗評議会の設立に際して、副議長アブドゥルハミード・アーミル（‘Abd al-Ḥamīd 

Muḥammad ‘Āmir）は、同組織が「フーシー派を除くいかなる勢力と対立するために創設されたのでは

ない」と述べた36。この発言の意図については、同組織は基本的な政治姿勢として、反フーシー派と大

統領指導評議会等の内紛への中立を表面上打ち出したと考えられる。しかしミフラーフィーがイスラー

ハ支持者とみられることや、他の幹部の経歴も相まって、最高人民抵抗評議会を同胞団系とみなす向き

もある。国外のアクターへの認識についても、ミフラーフィーはカタルからの支援を受けているとみら

れ、カタル危機の最中であった 2018 年にはサウディアラビア批判を行ったことがある37。また副議長ム

ハンマド・ワラク（Muḥammad Aḥmad Waraq）は UAE 批判を行ったことがあることからも、サウディア

ラビアや UAE にとって必ずしも都合の良い反フーシー派勢力とはいえない可能性がある38。主要勢力と

の規模の差や、ミフラーフィーがトルコやオマーンを拠点としていることに鑑みて、最高人民抵抗評議

会がイエメン内戦に直ちに大きな影響を与えるとは考えにくいものの、新たな全国規模の政治勢力の出

現は注目に値するといえよう。 

 

【表 1 最高人民抵抗評議会の幹部】 

人名 役職 経歴 

ハンムード・サイード・ 

ミフラーフィー 

議長 タイズ県人民抵抗運動指導者 

元政治治安局（PSO）将校 

アブドゥルハミード・ムハンマド・ 

アーミル 

副議長 

（抵抗情勢） 

戦略学民族センター所長 

元ジャウフ県イスラーハ事務局長 

ムハンマド・アフマド・ワラク 副議長 

（人道・権利） 

国会議員（ホデイダ県選出） 

ティハーマ国民評議会議長 

アブドゥッラキーブ・スバイヒー 

（‘Abd al-Raqīb al-Ṣubayḥī） 

副議長 

（メディア） 

元ラヘジュ県トゥール・バーハ地区長 

ラムズィー・マフルース 

（Ramzī Maḥrūs） 

副議長 

（サービス・物資） 

元ソコトラ県知事 

シャウキー・ムハンマド・ 

サンハーニー 

（Shawqī Muḥammad al-Sanḥānī） 

副議長 

（政治・渉外） 

元アムラーン県イスラーハ書記 

（出所）諸資料を基に筆者作成 
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「イエメン情勢クォータリー」の趣旨とバックナンバー 

アラビア半島南端に位置するイエメンでは、2015 年 3 月からサウディアラビア主導の有志連合軍や有

志連合軍が支援する国際承認政府と、武装組織「フーシー派」の武力紛争が続いてきた。イエメンは紅

海・アデン湾の要衝バーブ・マンデブ海峡と接しており、海洋安全保障上の重要性を有している。しか

しながら、イエメン内戦は「忘れられた内戦」と形容され、とりわけ日本語での情勢分析は不足してい

る。そのため本「イエメン情勢クォータリー」シリーズを通して、イエメン情勢に関する定期的な情報

発信を試みる。 

 

◆ バックナンバー 

𠮷田智聡「8年目を迎えるイエメン内戦－リヤド合意と連合抵抗軍台頭の内戦への影響－」『NIDSコメンタリー』第 209号、

防衛研究所（2022年 3月 15日）. 

———「イエメン情勢クォータリー（2023 年 1 月～3 月）－イラン・サウディアラビア国交正常化合意の焦点としてのイエ

メン内戦？－」『NIDSコメンタリー』第 258号、防衛研究所（2023年 4月 20日）. 

———「イエメン情勢クォータリー（2023 年 4 月～6 月）－南部分離主義勢力の憤懣と「南部国民憲章」の採択－」『NIDS

コメンタリー』第 266号、防衛研究所（2023年 7月 18日）. 

1 “Wuṣūl Ra’īs al-Wafd al-Waṭanī bi Rifqa al-Wafd al-‘Umānī ilā Ṣan‘ā’,” Wikāla al-Anbā’ al-Yamanīya, August 17, 2023, 

https://www.saba.ye/ar/news3258486.htm. 
2 “Qiyādī Ḥūthī Yaqūl inna al-Su‘ūdīya Ṭalabat min al-Jamā‘a Tashkīl Wafd li Ziyāra-hā li Muwāṣala Niqāshāt al-Ṭarafayn bi Sha’n Inhā’ 

al-Ḥarb,” al-Maṣdar, September 10, 2023, https://almasdaronline.com/articles/280741. 
3 Wizāra al-Khārijīya, Twitter Post, September 20, 2023, 09:38 AM, https://x.com/KSAMOFA/status/1704293833146507334?s=20. 
4 “Saudi-UAE Spat Comes to a Head in Hadramawt,” In: Murad Al-Arefi, Ryan Bailey, William Clough, Casey Coombs, Andrew 

Hammond, Khadiga Hashem, Yazeed Al-Jeddawy, Elham Omar, Ghaidaa Al-Rashidy, Miriam Saleh, Lara Uhlenhaut, Ned Whalley, and the 

Sana’a Center Economic Unit, The Yemen Review June-July 2023, Sana’a Center for Strategic Studies, August 15, 2023, p. 7. 
5 有志連合軍の空爆については、以下が詳しい。 

𠮷田智聡「有志連合軍によるイエメン空爆の再拡大と対象地域の変化」『中東研究』第 541 号、2021 年、80-94 頁。 

6 初報時に 2 名の死亡が報告され、その後 4 名まで被害が拡大した。 

Mahmoud Mohamed Barakat, “Bahrain says 4th army officer dies from Yemen rebel drone attack,” Anadolu Agency, September 30, 2023, 

https://www.aa.com.tr/en/middle-east/bahrain-says-4th-army-officer-dies-from-yemen-rebel-drone-attack/3004325.; “Maqtal ‘Askarīyayn 

Baḥraynīyayn fī Hujūm Ḥūthī ‘alā al-Minṭaqa al-Ḥudūdīya al-Janūbīya li al-Su‘ūdīya,” France 24, September 26, 2023, 

https://www.france24.com/ar/%D8%A7%D9%84%D8%B4%D8%B1%D9%82-%D8%A7%D9%84%D8%A3%D9%88%D8%B3%D8%B7/

20230925-%D9%87%D8%AC%D9%88%D9%85-%D8%AD%D9%88%D8%AB%D9%8A-%D8%A8%D8%B7%D8%A7%D8%A6%D8

%B1%D8%A7%D8%AA-%D9%85%D8%B3%D9%8A%D8%B1%D8%A9-%D9%8A%D8%AE%D9%84%D9%81-%D9%82%D8%AA

%D9%8A%D9%84%D9%8A%D9%86-%D9%85%D9%86-%D8%A7%D9%84%D9%82%D9%88%D8%A7%D8%AA-%D8%A7%D9%8

4%D8%A8%D8%AD%D8%B1%D9%8A%D9%86%D9%8A%D8%A9-%D8%B9%D9%84%D9%89-%D8%A7%D9%84%D9%85%D9%

86%D8%B7%D9%82%D8%A9-%D8%A7%D9%84%D8%AD%D8%AF%D9%88%D8%AF%D9%8A%D8%A9-%D8%A7%D9%84%D8

%AC%D9%86%D9%88%D8%A8%D9%8A%D8%A9-%D9%84%D9%84%D8%B3%D8%B9%D9%88%D8%AF%D9%8A%D8%A9. 
7 2022 年に見られたフーシー派の海軍増強については、以下が詳しい。 

𠮷田智聡「イエメン・フーシー派の海上戦力とその発展－国家性の追求手段としての海上戦力－」『海幹校戦略研究』第 13 巻

第 1 号、2023 年、39-56 頁。 

 

 

http://www.nids.mod.go.jp/publication/commentary/pdf/commentary209.pdf
http://www.nids.mod.go.jp/publication/commentary/pdf/commentary258.pdf
http://www.nids.mod.go.jp/publication/commentary/pdf/commentary258.pdf
http://www.nids.mod.go.jp/publication/commentary/pdf/commentary266.pdf


 

 - 10 - 

NIDSコメンタリー第 281号 

                                                                                                                                                                  

8 戦闘機の種類の推定にあたり、清岡克吉先生（防衛研究所研究員）からのご指導を賜った。清岡先生に対して、拝謝の意を

表する。 

9 “UN, US Continue Shuttle Diplomacy,” In: Murad AlArefi, Ryan Bailey, William Clough, Casey Coombs, Yasmeen Al-Eryani, Magnus 

Fitz, Andrew Hammond, Abdulghani Al-Iryani, Khadiga Hashem, Yazeed Al-Jeddawy, Maged Al-Madhaji, Elham Omar, Ghaidaa Al-

Rashidy, Miriam Saleh, Maysaa Shuja Al-Deen, Lara Uhlenhaut, Ned Whalley, and the Sana’a Center Economic Unit, The Yemen Review 

August 2023, Sana’a Center for Strategic Studies, September 14, 2023, p. 11. 
10 “Bayān Hāmm li Majlis al-Difā‘ al-Waṭanī li al-Jumhūrīya al-Yamanīya,” Wikāla al-Anbā’ al-Yamanīya, September 27, 2023, 

https://www.saba.ye/ar/news3267881.htm. 
11 Thomas Juneau, “How Iran Perceives the Houthi-Saudi Talks,” In: Maged al-Madhaji, Maysaa Shuja al-Deen, Hussam Radman, 

Abdulghani al-Iryani, and Thomas Juneau, Houthis Make Official Visit to Riyadh for Talks with Saudi Arabia, Sana’a Center for Strategic 

Studies, September 18, 2023, p. 9. 
12 Maysaa Shuja El-Deen, “What Will Peace Do to the Houthis?,” In: Maged al-Madhaji, Maysaa Shuja al-Deen, Hussam Radman, 

Abdulghani al-Iryani, and Thomas Juneau, Houthis Make Official Visit to Riyadh for Talks with Saudi Arabia, Sana’a Center for Strategic 

Studies, September 18, 2023, p. 5. 
13 Majed al-Madhaji, “Saudi-Houthi Negotiations CarryOpportunities and Risks,” In: Maged al-Madhaji, Maysaa Shuja al-Deen, Hussam 

Radman, Abdulghani al-Iryani, and Thomas Juneau, Houthis Make Official Visit to Riyadh for Talks with Saudi Arabia, Sana’a Center for 

Strategic Studies, September 18, 2023, p. 4. 
14 “al-Ḥūthīyūn fī al-Yaman Yarfiḍūn al-Mushāraka fī Ḥiwār fī al-Su‘ūdīya,” France 24, March 17, 2022, 

https://www.france24.com/ar/%D8%A7%D9%84%D8%A3%D8%AE%D8%A8%D8%A7%D8%B1%D8%A7%D9%84%D9%85%D8%B3

%D8%AA%D9%85%D8%B1%D8%A9/20220317-%D8%A7%D9%84%D8%AD%D9%88%D8%AB%D9%8A%D9%88%D9%86-%D9%

81%D9%8A-%D8%A7%D9%84%D9%8A%D9%85%D9%86-%D9%8A%D8%B1%D9%81%D8%B6%D9%88%D9%86-%D8%A7%D9

%84%D9%85%D8%B4%D8%A7%D8%B1%D9%83%D8%A9-%D9%81%D9%8A-%D8%AD%D9%88%D8%A7%D8%B1-%D9%81%

D9%8A-%D8%A7%D9%84%D8%B3%D8%B9%D9%88%D8%AF%D9%8A%D8%A9. 
15 “Saudi Arabia Praises ‘Positive Results’ after Yemen’s Houthi Rebels Visit Kingdom for Peace Talks,” Associated Press, September 21, 

2023, https://apnews.com/article/saudi-arabia-yemen-war-peace-talks-d2a9ad9efe1ab0b4f5d51597098f46a2. 
16 “al-Mashāhid al-Kāmila li al-‘Arḍ al-‘Askarī al-Muhīb li al-Jaysh al-Yamanī wa al-Qūwāt al-Musallaḥa bi Munāsaba al-‘Īd al-Tāsi‘ li 

Thawra al-Ḥadī wa al-‘Ishrīn min Sibtambir,” al-I‘lām al-Ḥarbī, September 23, 2023, https://www.mmy.ye/298784/. 
17 “Ra’īs Majlis al-Qiyāda Yushayyid bi Dawr Abnā’ al-Mahra fī Ma‘rakatay Isti‘āda Mu’assasāt al-Dawla wa al-Tanmiya,” Wikāla al-Anbā’ 

al-Yamanīya, August 17, 2023, https://www.sabanew.net/story/ar/100408. 
18 Elenora Ardemagni, “Changing Dynamics Reshape Power Networks in Yemen’s ‘Two Hadramawts’,” Middle East Institute, July 24, 

2023, https://www.mei.edu/publications/changing-dynamics-reshape-power-networks-yemens-two-hadramawts. 
19 “al-Ra’īs al-Zubaydī Yaltaqī Wazīr al-Khārijīya al-Imārātī,” Dir‘ al-Janūb, September 20, 2023, https://deraalganoob.com/archives/29151. 
20 “Sihām al-Sharq.. Mudīr Amn Abyan Yu‘lin Istikmāl Taṭhīr Wādī al-Junan wa Kāffa al-Manāṭiq al-Muḥīṭ bi-hi,” Dir‘ al-Janūb, August 

23, 2023, https://deraalganoob.com/archives/28153. 
21 “Qūwāt al-Ḥizām al-Amnī Taqūl inna-hā Aḥbaṭat ‘Amalīya Tahrīb li Muḥarrakāt Ṭā’irāt Musayyara fī Laḥj Kānat fī Ṭarīq-hā li Milīshiyāt 

al-Ḥūthī,” al-Maṣdar, September 18, 2023, https://almasdaronline.com/articles/281249. 
22 “al-Ra’īs al-Zubaydī Ya‘qid Jalasa Mubāḥathāt ma‘ Ra’īsa Jumhūrīya Kūsūfū,” Dir‘ al-Janūb, September 20, 2023, 

https://deraalganoob.com/archives/29147. 
23 “al-Ra’īs al-Zubaydī Yastaqbil Wazīr al-Khārijīya Janūb al-Sūdān,” Dir‘ al-Janūb, September 22, 2023, 

https://deraalganoob.com/archives/29225. 
24 “Yemen’s Southern Leader Renews Calls for Separate State at UN,” Associated Press, September 23, 2023, 

https://apnews.com/article/yemen-united-nations-southern-transitional-council-09552d6cd5a34a45c6daef73815f6205. 
25 Dakshinie Gunaratne, Debi Dash, Marie-Louise Tougas, and Wolf-Christian Paes, Final Report of the Panel of Experts on Yemen, United 

Nations Security Council, January 26, 2021, p. 63. 
26 “Tawattur fī Bāb al-Mandab: Wiqfa Qiblīya Munāwi’a wa Ukhrā Mu’yyida li Taḥarrukāt Qūwāt Ṭāriq Ṣāliḥ ‘alā al-Sharīṭ al-Sāhilī,” al-

Maṣdar, July 30, 2023, https://almasdaronline.com/articles/278406. 
27 “Ṭāriq Ṣāliḥ Yansaḥib min Bāb al-Mandab ilā al-Makhā ba‘d Mushāddāt ma‘ Qabā’il al-Ṣubayḥa,” al-Waṭan, August 1, 2023, 

https://www.al-wattan.net/news/229047. 
28 国民抵抗軍の西海岸地域支配の態様については、以下を参照した。 

𠮷田智聡「12 月 2 日革命の失敗とイエメン国民抵抗軍の伸張－柔靭な生存戦略下での西海岸地域支配－」『中東研究』第 548

号、2023 年、94-104 頁。 

 



 

 - 11 - 

NIDSコメンタリー第 281号 

                                                                                                                                                                  

29 “Taṣ‘īd ‘Askarī bayn Ṭāriq Ṣāliḥ wa Qabā’il al-Wāzi‘īya fī Ta‘izz,” Ta‘izz al-Yawm, September 10, 2023, 

https://taiztoday.net/2023/09/10/%D8%AA%D8%B5%D8%B9%D9%8A%D8%AF-%D8%B9%D8%B3%D9%83%D8%B1%D9%8A-%D8

%A8%D9%8A%D9%86-%D8%B7%D8%A7%D8%B1%D9%82-%D8%B5%D8%A7%D9%84%D8%AD-%D9%88%D9%82%D8%A8%

D8%A7%D8%A6%D9%84-%D8%A7%D9%84%D9%88%D8%A7%D8%B2/. 
30 “Insānīya al-Muqāwama al-Waṭanīya Tuwazzi‘ al-Ḥaqība al-Madrasīya fī al- Wāzi‘īya,” Wikāla al-Thānī min Dīsambir, September 7, 

2023, https://2dec.net/news62627.html. 
31 “Insānīya al-Muqāwama Tuwāṣil Taqdīm al-Musā‘adāt al-Ghadhā’īya fī Ma’rib,” Wikāla al-Thānī min Dīsambir, July 31, 2023, 

https://2dec.net/news61931.html. 
32 “Shaddad ‘alā Raf‘ al-Jāhizīya: al-‘Arāda Yastaqbil Ra’īs Hay’a al-Arkān wa Mustashār Qā’id al-Muqāwama al-Waṭanīya,” Wikāla al-

Thānī min Dīsambir, September 3, 2023, https://2dec.net/news62535.html. 
33 “Min al-Khuṭūṭ al-Amāmīya fĪ Jabha Ṣirwāḥ.. Nāṭiq al-Muqāwama al-Waṭanīya al-‘Amīd Duwayd: Lan Natanāzal ‘an Jumhūrīya-nā wa 

Lan Taḥkum-nā Khurāfa al-Wilāya Mā Dumnā Aḥyā’,” Wikāla al-Thānī min Dīsambir, August 28, 2023, https://2dec.net/news62397.html. 
34 “Majālis al-Muqāwama al-Sha‘bīya fī al-Muḥāfaẓāt al-Yamanīya Tu‘lin Tawaḥḥud-hā taḥt Miẓalla al-Majlis al-A‘lā li al-Muqāwama al-

Sha‘bīya,” al-Maṣdar, July 29, 2023, https://almasdaronline.com/articles/278347. 
35 “al-Sulṭāt al-Yamanīya Tuqirr Ḍamm al-Muqāwama al-Sha‘bīya ilā Waḥdāt al-Jaysh wa al-Amn,” Shīnkhuwā, July 28, 2015, 

http://arabic.news.cn/2015-07/29/c_134456551.htm. 
36 “Nā’īb Ra’īs al-Majlis al-A‘lā li al-Muqāwama: Hadaf-nā al-Milishīyāt al-Ḥūthīya Faqaṭ wa Lays Laday-nā Khuṣūma ma‘ Aḥad,” al-Ḥarf 

28, August 5, 2023, https://alharf28.com/p-89688. 
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